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～平成２１年１２月８日 閣議決定～

１．雇用
-緊急対応策を強化するとともに、雇用戦略を推進する。

（５）保育サービスの拡充等女性の就労支援
女性が働きやすい環境づくりのため、良質な保育サービス等の拡充、母子家庭等の在宅就業の支援に

取り組む。

＜具体的な措置＞

○待機児童解消への取組

・地域の余裕スペースの活用等による認可保育所の分園等設置の促進、家庭的保育の拡充により、

待機児童の大半を占める低年齢児の良質な保育を拡充する。

・沖縄県においては、独自の事業基金を活用した補助制度の見直しにより認可外保育施設の認可

化や質の向上の取組を推進する。

○母子家庭等の在宅就業支援

・仕事と家庭の両立を図りやすい働き方として、母子家庭等の「在宅就業」の拡大を図るための自治

体の取組をさらに推進する。

○「育児・介護休業トラブル防止指導員（仮称）」の設置

・「育休切り」等のトラブル防止のための周知・指導や相談を実施する。
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６．「国民潜在力」の発揮
―「ルールの変更」や社会参加支援を通じて、国民の潜在力の発揮による景気回復を目指す。

（１）「制度・規制改革プロジェクト（仮称）」
新たな需要創出に向けて、これまで大きな岩盤に突き当たり、停滞していた制度・規制改革に正面から取り組む。

①制度・規制改革

新たな需要創出に向けた規制改革の重要課題については、行政刷新会議において下記を含む重点テーマを設定し、その実
現に向け積極的に取り組む。

＜具体的な措置＞
○幼保一体化を含めた保育分野の制度・規制改革
― 幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を進める。
― このため、主担当となる閣僚を定め、関係閣僚の参加も得て、新たな制度について平成２２年前半を目途に基本的な方向

を固め、平成２３年通常国会までに所要の法案を提出する。
（ｱ）利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革
・利用者と事業者の間の公的契約制度の導入、保育に欠ける要件の見直し、利用者補助方式への転換の方向など、利
用者本位の制度を実現する。また、保育料設定の在り方について、水準の在り方も含め、制度設計の中で検討する。

（ｲ）イコールフッティングによる株式会社・NPOの参入促進
・株式会社、ＮＰＯ・社会的企業も含めた更なる参入促進を図るべく、客観的基準による指定制度の導入を検討する。
・また、施設整備補助の在り方、運営費の使途範囲・会計基準等の見直しについても、制度設計の中で検討する。

（ｳ）幼保一体化の推進
・上記制度における新たな給付体系の検討等とあわせて、認定こども園制度の在り方など幼児教育、保育の総合的な提
供（幼保一体化）の在り方についても検討し、結論を得る。
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